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五　プライバシーの合理的期待テストの今後













































































































らは、Carpenter v. United States判決を素材とし、分析対象となる要素を次の
ように整理した（５）。
（３） 　138 S.Ct.2206, 2234 (2018).
（４） 　138 S.Ct.2206, 2220 (2018).























（５） 　Susan Freiwald & Stephen Smith, The Carpenter Chronicle: A Near-Perfect Surveillance, 
132 Harv.L.Rev.221 (2018).
（６） 　Id. at 219.
（７） 　Id. at 219-220.
（８） 　Id. at 220.
（９） 　Id. at 220.
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中山代志子「政府による間接的情報収集、特に第三者を通じた情報収集に関する米国
法理――第三者理論（Third Party Doctrine）と電子的監視をめぐって」『比較法学』49 巻
２号（2012 年）140 頁で紹介されたことがある。
（12） 　Henderson, supra note 11, at 989.
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　Katz v. United State判決以来、連邦最高裁は、「プライバシーの合理的期待」
に関する判断においては、修正四条以外の法的根拠、特に財産を基礎とする
根拠に求めるのがほとんど消極的であった。今回の Carpenter v. United States
判決でも、同様に消極的な態度を見せた。法廷意見は「財産権は修正第四条





い』バージョンの不動産法理の概念（a 'loose' version of real property law）に
支えられている」（30）と言った。彼の考えによれば、Katz v. United State判決（31）
はまさに「厳格なコモンロー上の財産ルール（strict common law property 
rules）」から「緩い」バージョンの不動産法理への転換を示すものである。
Katzのプライバシーの合理的な期待が認められるポイントのひとつは、Katz
（28） 　439 U.S. 144 n.12 (1978).
（29） 　138 S.Ct.2206, 2213 (2018).
（30） 　Orin S. Kerr, The Fourth Amendment and New Technologies: Constitutional Myths and the 
Case for Caution, 102 Mich.L.Rev.809 (2004).




このことによって Katzはこの空間における排他的な権利 (the right to exclude)
を持つようになり、他人に干渉されない合理的な期待が生じるわけである。
その権益はホテルの利用客がその客室にいるときの権益と同じ性質のもので













　また、Kennedy裁判官の Katz v. United State判決（38）、United States v. Miller
判決（39）及び Smith v. Maryland判決（40）に対する理解の仕方（41）も Kerr教授とほ
（32） 　Kerr, supra note 30, at 822.
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（41） 　138 S.Ct.2206, 2227 (2018).
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（44） 　O'Connor v. Ortega, 480 U.S. 709 (1987). 連邦最高裁は、職員のワークスベースが同僚
又は一般に公開されないのがオフィスの慣行となったことを理由に、そのプライバシー
の合理的期待を認めた。

























　たとえば、United States v. Jones判決において Scalia裁判官が執筆した法廷
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を分析することは、Carpenter v. United States 連邦最高裁判決から得る大きな
示唆ではないか。
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